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審査書 

 

株式会社日立製作所王禅寺センタ 

日立教育訓練用原子炉に係る保安規定の変更の認可について 

 

 

原 規 規 発 第 ２ ０ ０ ９ ２ ４ ５ 号 

令和２年９月２４日 

原 子 力 規 制 委 員 会 

 

Ⅰ．審査の結果 

株式会社日立製作所（以下「申請者」という。）から令和元年１０月３１日付

けＨＲ１９－０３８Ｂをもって、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第３７条第１項に

基づき申請のあった「株式会社日立製作所王禅寺センタ日立教育訓練用原子炉

（以下「ＨＴＲ」という。）に係る保安規定変更認可申請書」（令和２年２月２８

日付けＨＲ１９－３６１Ｂ及び令和２年６月４日付けＨＲ２０－０５６Ｂをも

って一部補正。以下「本申請」という。）が法３７条第２項第１号に規定する試

験研究用等原子炉の設置又は変更の許可を受けたところによるものでないこと、

及び同項第２号に規定する核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された

物又は試験研究用等原子炉による災害の防止上十分でないものであることに該

当するかどうか審査した。 

審査の結果、本申請は法第３７条第２項各号のいずれにも該当しないものと認

められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。 

 

Ⅱ．申請内容 

本申請の変更の内容は、第４倉庫及び第５倉庫の設置等に伴う変更であり、具

体的には以下のとおりである。 

（１） 廃止措置計画に基づく第４倉庫及び第５倉庫の設置並びに両倉庫での放射

性固体廃棄物の保管の開始に伴う変更 

① 第４倉庫及び第５倉庫の設置に伴う管理区域の設定及び解除 

② 放射性固体廃棄物の原子炉室から両倉庫への移動に伴う事業所内運搬等の

変更 

③ 管理区域の設置及び解除に伴う線量測定箇所の見直し 

④ 第４倉庫及び第５倉庫に保管する放射性固体廃棄物容器表面線量率の管理

の追加 

⑤ 巡視における放射性廃棄物の異常判断基準及び地震時の点検の追加 
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（２） 原子炉室、第４倉庫及び第５倉庫での汚染のおそれのない管理区域におけ

る運用の追加 

① 汚染のおそれのない管理区域の定義の追加 

② 汚染のおそれのない管理区域と管理区域を区別するための標識等の運用の

追加 

③ 汚染のおそれのない管理区域からの人の出入り及び物品の持ち出しに係る

保安管理の追加 

（３） 所有権を有する土地の管理の追加 

（４） 専ら廃止措置期間中に供する施設の自主検査の追加 

（５） 廃止措置計画における維持すべき設備の変更に伴う施設定期自主検査の変

更 

（６） クリアランス対象物に関する管理についての記載の追加 

（７） その他保安に関し必要な事項の追加 

 

Ⅲ．審査の方法 

原子力規制委員会は、審査において、本申請の内容が法３７条第２項第１号に

規定する試験研究用等原子炉の設置又は変更の許可を受けたところによるもの

でないこと、及び同項第２号に規定する核燃料物質若しくは核燃料物質によって

汚染された物又は試験研究用等原子炉による災害の防止上十分でないものであ

ることには該当しないことを確認する。 

原子力規制委員会は、本申請の変更が、法第３７条第２項第２号に定める「核

燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は試験研究用等原子炉に

よる災害の防止上十分でないものであること」には該当しないことを確認するた

め、廃止措置段階の試験研究用等原子炉施設における保安規定の審査基準（原規

放発第１３１１２７１４号（平成２５年１１月２７日原子力規制委員会決定。以

下「審査基準」という。））に示された要件を満たしているかについて確認する。 

なお、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う試験

研究用等原子炉施設等に係る原子力規制委員会関係規則の整備等に関する規則

（令和２年原子力規制委員会規則第１２号）附則第８条第１項及び第２項により、

同規則の施行に伴い新たに要求される品質マネジメントシステム等に関する保

安規定変更認可申請に係る認可又は認可の拒否の処分のあった日までの間は、な

お従前の例によることとしていることから、原規規発第２００２０５４号（令和

２年２月５日原子力規制委員会決定）による改正後の審査基準は用いない。 

 

Ⅳ．審査の内容 

 １．法第３７条第２項第１号 

原子力規制委員会は、本申請について、原子力規制委員会が令和元年８月２

日付けＨＲ１９－０３６Ｂをもって申請のあった「株式会社日立製作所王禅寺

センタ日立教育訓練用原子炉に係る廃止措置計画変更認可申請書」（令和２年
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２月２８日付けＨＲ１９－３６０Ｂ、令和２年６月４日付けＨＲ２０－０５３

Ｂ及び令和２年８月３日付けＨＲ２０－１２４Ｂをもって一部補正。以下「廃

止措置計画変更認可申請」という。）に記載された措置に関する内容を満足す

ることを確認したことから、試験研究用等原子炉の設置又は変更の許可を受け

たところによるものでないことに該当しないと判断した。 

 

 ２．法第３７条第２項第２号 

原子力規制委員会は、本申請について、以下のとおり確認したことから、災

害の防止上十分でないものであることに該当しないと判断した。 

なお、ここに用いる号番号は、特に断りのない限り試験研究の用に供する原

子炉等の設置、運転に関する規則（昭和３２年総理府令第８３号。以下「試験

炉規則」という。）第１５条第１項各号を表している。 

 

（１）第６号（管理区域、保全区域及び周辺監視区域） 

審査基準においては、第６号に定める管理区域、保全区域及び周辺監視区域

について、管理区域、保全区域及び周辺監視区域の設定及び措置並びに立入制

限等に関することが明記されていることを、廃止措置段階の保安規定の認可の

審査に当たって確認すべき事項としている。 

 

原子力規制委員会は、管理区域等の設定及び立入制限等について、以下に掲

げる事項を確認できたことから、第６号の規定を満足していることを確認した。 

① 第４倉庫及び第５倉庫の設置に伴う管理区域の設定及び解除 

a. 第４倉庫、第５倉庫内及び第５倉庫の屋上を管理区域に設定する。 

b. 第５倉庫の屋上については、第５倉庫内の放射性固体廃棄物の量に変動

がなく、屋上面での空間線量当量率が試験炉規則第１条の２第２項第４

号の「管理区域」の定義を超えないと認められる場合には、管理グルー

プ長は、品質保証責任者の審査及び王禅寺センタ長の承認を得て、管理

区域の解除ができる。 

② 汚染のおそれのない管理区域に係る規定の追加 

a. 管理グループ長は、管理区域又は一時管理区域の一部又は全部について、

汚染のおそれのない管理区域とみなす場合（当該区域において汚染の発

生する作業を行わない場合、かつ表面密度がα線を放出しない放射性物

質で４Bq/cm２を超えない場合）には、品質保証責任者の審査及び王禅寺

センタ長の承認を得なければならない。 

b. 管理グループ長は、管理区域内の放射性物質に係る表面密度について、

汚染のおそれのない管理区域にあっては汚染のない状態が維持されて

いることを確認するため、所定の位置において月に一回測定（管理目標

値：α線を放出しない放射性物質で４Ｂq/cm2）をしなければならない。 
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③ 汚染のおそれのない管理区域と管理区域を区別するための標識等の運用

の変更 

a. 既認可の「管理グループ長は、管理区域・周辺監視区域に人がみだりに

立ち入らないようにするため、出入口及び必要な箇所、出入口の床及び

扉に標識を設け、壁、柵等により区画しなくてはならない。」を「管理

グループ長は、管理区域・周辺監視区域に当社社員を含む周辺公衆がみ

だりに立ち入らないようにするため、また、汚染のおそれのない管理区

域と管理区域を区別するため、出入口及び必要な箇所、出入口の床及び

扉に標識を設け、壁、フェンス等により区画しなくてはならない。」に

変更する。 

④ 所有権を有する土地の管理の追加 

a. 事業所の長は、日立製作所が所有権を有する土地の境界（以下「所有権

境界」という。）内の土地上及びその空間においては、廃止措置完了まで

の間所有権の処分はせず、人を居住させてはならない。 

b. 管理グループ長は、不特定者がみだりに立ち入らないようにするため所

有権境界にフェンスを設置するとともに標識を設けなければならない。 

c. 管理グループ長は、人の居住がないことを巡視により確認しなければな

らない。 

 

（２）第８号（汚染された物の表面の放射性物質の密度の監視及び汚染の除去） 

審査基準においては、第８号に定める汚染された物の表面の放射性物質の密

度の監視及び汚染の除去について、管理区域内の放射性物質によって汚染され

た物の表面の放射性物質の密度、管理区域からの人の退去、又は持ち出し物品

等の表面の放射性物質の密度の監視に関することが明記されていることを、廃

止措置段階の保安規定の認可の審査に当たって確認すべき事項としている。 

 

 原子力規制委員会は、管理区域からの人の退去及び物品の持ち出しについて、

以下に掲げる事項を確認できたことから、第８号の規定を満足していることを

確認した。 

① 管理区域から汚染のおそれのない管理区域への人の退去及び物品の持ち

出しに係る保安管理の追加 

a. 既認可の「退出に際しては、管理区域内出入口において、管理グループ

長の行う手、足、衣服等の汚染に係る放射性物質の表面密度の検査を受

ける。」ことに加えて、「管理区域から隣接する汚染のおそれのない管理

区域へ出る際も同様の検査を受ける。」ことの規定を追加する。 

b. 既認可の「管理区域から物品を持出す場合は、管理区域出入口（出入口

又は大物搬入口）において、管理グループ長の行う汚染に係る放射性物

質の表面密度の検査を受ける。」ことに加えて、「管理区域から隣接する

汚染のおそれのない管理区域へ物品を持出す際も同様の検査を受ける。」

ことの規定を追加する。 
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c. 「汚染のおそれのない管理区域において、人の出入り及び物品の持出を

行う場合においては、車両の表面密度検査、管理区域に立入る際に実施

する管理区域出入口における靴の履き替え及び保護衣の着用、上記の退

出及び物品を持ち出す場合の対応については省略できる。ただし、巡視

や管理区域内等の外部放射線に係る線量当量率の測定において異常が

認められたときは、この省略は認められない。」ことの規定を追加する。 

 

（３）第１０号（原子炉施設の巡視及び点検） 

審査基準においては、第１０号に定める原子炉施設の巡視及び点検について、

巡視及び点検の頻度並びに対象とする原子炉施設に関することが明記されて

いること、原子炉施設の巡視、点検の状況、これらに伴う処置に関すること（巡

視の頻度を含む。）及びその担当者の氏名の記録に関すること、巡視及び点検

の結果の記録並びに異常を認めた場合の処置に関することを廃止措置段階の

保安規定の認可の審査に当たって確認すべき事項としている。 

 

原子力規制委員会は、原子炉施設の巡視及び点検について、以下に掲げる事

項を確認できたことから、第１０号の規定を満足していることを確認した。 

① 巡視における放射性廃棄物の確認項目及び地震時の点検の追加 

a. 第４倉庫及び第５倉庫の巡視の確認項目として、放射性固体廃棄物保管

状況については、｢廃棄物容器に腐食がないことを、２年に１回、ファイ

バースコープ等を用い目視確認すること｣を追加する。 

b. 王禅寺センタ長は、震度４以上の地震が発生し収まった後に管理グルー

プ長に指示し、原子炉建屋、第４倉庫及び第５倉庫内外並びに廃棄物容

器の転倒の有無を点検させることを追加する。 

② 管理区域の設置及び解除に伴う線量当量率等の測定及び測定箇所の見直

し 

a. 外部放射線に係る線量当量率等の測定及び測定箇所として、第４倉庫及

び第５倉庫の外壁を週１回（場所により月１回）、管理目標値は実効線量

で２．６μSv/hとすることを追加する。 

b. 排水配管等の撤去に伴い原子炉本体を除く原子炉室の管理区域の解除

を実施することから、外部放射線に係る線量当量率等の測定及び測定箇

所として、原子炉本体を除く原子炉室については、測定を除外する。 

 

（４）第１１号（廃止措置計画における維持すべき設備の変更に伴う施設定期自主

検査の変更） 

審査基準においては、第１１号に定める原子炉施設の施設定期自主検査に関

することについて、施設定期自主検査の対象及び検査の頻度に関することが明

記されていることを、廃止措置段階の保安規定の認可の審査に当たって確認す

べき事項としている。 
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原子力規制委員会は、申請書において、施設定期自主検査に係る維持管理施

設・設備について、専ら廃止措置期間中に供する施設として第４倉庫、第５倉

庫、火災防護設備（自動火災報知設備、消火ポンプ、消火器、防火水槽）、高

圧受電設備及び所有権境界フェンスを追加し、年１回施設定期自主検査を行わ

なければならないとしていることを追加していることから、第１１号の規定を

満足していることを確認した。 

 

（５）第１４号（放射性廃棄物の廃棄） 

審査基準においては、第１４号に定める放射性廃棄物の廃棄について、放射

性固体廃棄物を廃棄する場合の放射性廃棄物の種類、当該放射性廃棄物に含ま

れる放射性物質の数量等に関することを、廃止措置段階の保安規定の認可の審

査に当たって確認すべき事項としている。 

 

原子力規制委員会は、第４倉庫及び第５倉庫に保管する放射性固体廃棄物の

管理について、以下に掲げる事項を確認できたことから、第１４号の規定を満

足していることを確認した。 

① 放射性固体廃棄物は容器に封入するなど汚染拡大防止の措置を講じた状

態にて、管理区域内において保管容量を超えない範囲で保管する。 

② 第４倉庫については、個々の放射性固体廃棄物を収納した容器の外表面の

線量当量率の測定記録結果が0.1μSv/h以下のものを保管する。 

③ 第５倉庫については、上記の線量当量率の測定記録結果が0.1mSv/h以下の

ものを保管する。また、線量当量率が 0.1mSv/h を超える容器については、

0.1mSv/h 以下となるよう適切な遮蔽を実施し、0.1mSv/h 以下であること

を確認する。 

 

（６）第１９号（その他原子炉施設に係る保安に関し必要な事項） 

審査基準においては、第１９号に定めるその他原子炉施設に係る保安に関し

必要な事項について、日常の品質保証活動の結果を踏まえ、必要に応じ、原子

炉施設に係る保安に関し必要な事項を定めていることを、廃止措置段階の保安

規定の認可の審査に当たって確認すべき事項としている。 

 

原子力規制委員会は、原子炉施設に係る保安について、以下に掲げる事項を

確認できたことから、第１９号の規定を満足していることを確認した。 

① 管理区域から放射性固体廃棄物を封入した容器等を事業所内において運

搬する場合は、試験炉規則第１２条（工場又は事業所内の運搬）に従わな

ければならない。ただし、保安規定第１４条第２項に基づき予め運搬経路

を一時管理区域に設定する場合もある。 

② 事業所外及び事業所内運搬に当たっては、第２４条（放射線作業計画及び

管理）にのっとり放射線作業計画に安全のための措置を定め、これを実施

しなくてはならない。 
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③ 王禅寺センタ長は、専ら廃止措置期間中に供する施設を新規に設置する場

合には、当該施設の供用前に、自主検査によって廃止措置計画に定める内

容と合致していることを確認しなければならない。 

④ 管理グループ長は、放射性廃棄物のうちクリアランス対象としようとする

廃棄物の保管にあっては、他の放射性廃棄物とはエリアを区画するなどに

より、混在防止措置を講じなければならない。 

⑤ 容器内面に内容物が直接触れないようにするため、第１段階で発生した容

器を二重化する際には、内側の容器にビニール養生を行う。また、第２段

階以降に発生する放射性固体廃棄物はビニール袋に封入したうえで容器

に封入する。 

⑥ 第４倉庫に保管している容器については、猛烈な台風により建屋が損傷し

た場合に備え、容器の飛散を防止するため、風による浮き上がりや横風に

よる容器の転倒がないように容器を固縛する。 

⑦ 既認可においては、放射性廃棄物の保管状況における異常時の判断基準に

ついては「原子炉室において、床・内壁・天井に破損のないこと、浸水の

ないこと」としていたが、放射性廃棄物の第４倉庫及び第５倉庫への移動

に伴い「管理グループ長は、原子炉室に浸水があった場合には、水のふき

取り処置をしなければならない。」ことに変更する。 


